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【参考】１－② 関係法令等 

 

○官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（抜粋） 

(目的) 

第一条 この法律は、国等が物件の買入れ等の契約を締結する場合における新規中小企業者をはじめとする

中小企業者の受注の機会を確保するための措置を講ずることにより、中小企業者が供給する物件等に対す

る需要の増進を図り、もつて中小企業の発展に資することを目的とする。 

 (受注機会の増大の努力) 

第三条 国等は、国等を当事者の一方とする契約で国等以外の者のする工事の完成若しくは作業その他の役

務の給付又は物件の納入に対し国等が対価の支払をすべきもの(以下「国等の契約」という。)を締結するに

当たつては、予算の適正な使用に留意しつつ、新規中小企業者をはじめとする中小企業者の受注の機会(以

下単に「中小企業者の受注の機会」という。)の増大を図るように努めなければならない。この場合におい

ては、新規中小企業者及び組合を国等の契約の相手方として活用するように配慮しなければならない。 

 (中小企業者に関する国等の契約の基本方針の作成等) 

第四条 国は、毎年度、国等の契約に関し、国等の当該年度の予算及び事務又は事業の予定等を勘案して、中

小企業者の受注の機会の増大を図るための基本的な方針(以下「基本方針」という。)を作成するものとする。 

２ 基本方針には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 中小企業者の受注の機会の増大の意義及び目標に関する事項 

二 中小企業者の受注の機会の増大のために国等が講ずる措置に関する基本的な事項 

三 新規中小企業者及び組合の活用に関する基本的な事項 

四 前三号に掲げるもののほか、中小企業者の受注の機会の増大に関し必要な事項 

３ 経済産業大臣は、あらかじめ各省各庁の長等(国については各省各庁の長(財政法(昭和二十二年法律第三

十四号)第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。)、公庫等については当該公庫等を所管

する大臣をいう。以下同じ。)と協議して基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 経済産業大臣は、前項の規定による閣議の決定があつたときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければな

らない。 

 (中小企業者に関する契約の方針の作成等) 

第五条 各省各庁の長及び公庫等の長は、毎年度、基本方針に即して、国等の契約に関し、当該年度の予算及

び事務又は事業の予定等を勘案して、中小企業者の受注の機会の増大を図るための方針を作成するものと

する。 

２ 前項の方針には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 中小企業者の受注の機会の増大の目標に関する事項 

二 中小企業者の受注の機会の増大のために講ずる措置に関する事項 

三 新規中小企業者及び組合の活用に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、中小企業者の受注の機会の増大に関し必要な事項 

３ 各省各庁の長及び公庫等の長は、第一項の方針を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

 (国等の契約の実績の概要の通知及び公表) 

第六条 各省各庁の長等は、毎会計年度又は毎事業年度の終了後、新規中小企業者をはじめとする中小企業者

との間でした国等の契約の実績の概要を経済産業大臣に通知するものとする。 

２ 経済産業大臣は、前項の通知を受けたときは、遅滞なく、その内容を公表しなければならない。 

 (地方公共団体の施策) 

第八条 地方公共団体は、国の施策に準じて、中小企業者の受注の機会を確保するために必要な施策を講ずる
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ように努めなければならない。 

 

○令和２年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針（抜粋） 

６ 中小企業・小規模事業者の特性を踏まえた配慮 

（４）中小企業・小規模事業者の適切な評価 

① 国等は、地域の建設業者を活用することにより円滑かつ効率的な施工が期待できる工事等の発注に当たっ

ては、適切な地域要件の設定や、地域への精通度等地域企業の適切な評価等に努めるものとし、さらに、地

方公共団体におけるこれらの取組を促進するものとする。 

② 国等は、工事等以外の物件及び役務の発注に当たっても、地域への精通度等が契約の円滑かつ効率的な実

施の重要な要素となる場合にあっては、これを十分考慮するものとし、一般競争契約においては適切な地域

要件の設定や総合評価落札方式における地域精通度等地域の中小企業・小規模事業者の適切な評価等と積

極的な活用に努めるものとする。 

③ 国等は、業務継続のため必要な物件及び役務の発注に当たって、協定等を通じて災害時における継続的な

供給体制を構築しようとする場合には、必要に応じ、官公需適格組合を含む地域の中小企業・小規模事業者

の適切な評価等とその積極的な活用に努めるものとする。 

（５）中小建設業者に対する配慮 

① 国等は、中小建設業者を取り巻く現下の諸情勢に鑑み、政府が進める「働き方改革」関連の取組や関係省

庁からの要請等に留意しつつ、必要な工期を確保するため、国庫債務負担行為の活用や中小工事の早期の発

注等により、施工時期の平準化を図る等により、中小建設業者に対し特段の配慮を払い、その受注機会の増

大に努めるものとする。併せて、発注時期の平準化、工期の変更等の状況をモニターするなど、受注する中

小建設業者が長時間労働せざるを得ないような発注・契約の実態把握に努める。 

また、契約後に受注者から「働き方改革」に関する相談があった場合には、上記４（３）に掲げる官公需に関

する相談体制を活用するよう努めるものとする。 

② 国等は、一般競争や指名競争を行うに際しては、極力同一資格等級区分内の者による競争を確保するもの

とするが、優良な工事成績を上げた中小建設業者に対しては、施工能力等を勘案し、上位の等級に属する工

事に係る競争に参加できるようにする等積極的に受注機会の確保に努めるものとする。 

③ 国等は、特に、公共工事に関する発注に当たっては、共同による請負の適切な活用の一層の推進等により、

中小建設業者に対する受注機会の増大に努めるものとする。 

④ 国等は、地域の建設業者、専門工事業者等の中小建設業者を活用することにより円滑かつ効率的な施工が

期待できる工事については、極力分離・分割して発注を行うよう努めるものとする。これにより、中小建設

業者の受注機会の増大に努めるものとする。 

⑤ 国等は、地方公共団体と連携して、発注関係事務の運用に関する指針及び公共工事の入札及び契約の適正

化を図るための措置に関する指針などを踏まえ、地方公共団体の取組の「見える化」をはじめとした方策を

通じて、公共工事等の実施に必要な工期・履行期間の確保及び地域における公共工事等の施工時期等の平準

化を図る。これにより、中小建設業者の受注機会の増大に努めるものとする。 


